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研究成果の概要（和文）：本研究では、2014年の独立行政法人制度改革が府省と独法の関係に与えた影響を実証
的に分析した。当該関係は、独立行政法人制度改革を通じて、不信を背景とする統制・服従の関係から信頼を基
盤とする委託・受託の関係へと変化しつつあり、その結果、独立行政法人、とりわけ国立研究開発法人は我が国
の科学技術イノベーションを担う自律的な政策実施組織としての性格を強めつつある。

研究成果の概要（英文）：This study explains the impact of the reform of the Independent 
Administrative Agency system in 2014 on the relationship between Cabinet Office / Ministries and 
Independent Administrative Agencies. The relationship changed gradually through the reform from one 
of control and submission to one of entrusting and trustee. Therefore, Independent Administrative 
Agencies, especially National Research and Development Agencies, are strengthening their character 
as autonomous policy implementation organizations that are responsible for science and technology 
innovation in Japan.

研究分野： 行政学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
独立行政法人は中央府省の政策実施を担う組織である。2014年の独立行政法人制度の改正後、独立行政法人を所
管する府省と独立行政法人との関係が変化しつつあるにもかかわらず、この点に関する実証研究は欠落してい
た。独立行政法人の一類型である国立研究開発法人は、府省からの自律性を獲得した上で、研究開発の社会実装
という政策実施機能を従前より積極的に担いつつある。この点を明らかにしたところに本研究の学術的・社会的
意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
独立行政法人（以下「独法」と略）制度は、中央政府の政策実施事務を担うべく 2001 年に創

設された制度である。制度の発足当初に独法として府省から切り出された組織の大半は試験研
究、文教研修及び検査検定を行う「施設等機関」であった。近年になって多くの独法は、制度発
足当初に期待されていた政策実施機能を担う組織へと変わりつつある。 
新型コロナウイルス対策を例にとれば、医師・看護師のダイヤモンド・プリンセス号への派遣

（国立国際医療研究センター）、コロナ禍により金融機関から借入を行った中小企業への利子相
当額助成（中小企業基盤整備機構）、及びスーパーコンピュータ「富岳」によるウイルス飛沫感
染のシミュレーション（理化学研究所）など、日本の新型コロナウイルス対策の実施は独立行政
法人に多くを負っている。 
ところが、本研究を開始する時点では、独法は行政研究の領域では依然として行政改革の客体

として捉えられることが多かった。独法制度改革がなされた 2014 年以降においても、日本の政
府体系のなかで独法が果たしている機能について学問的関心が及ぶことは少なかった。つまり、
制度創設から 20 年近くが経過していたにもかかわらず、独法を対象とする行政研究は府省を扱
う行政研究と比べて貧弱な状態にあった。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、2014 年の独法制度改革が府省と独法の関係に与えた影響を実証的に分析す

ることである。具体的には、まず、（1）独法制度改革までの独法の統廃合過程を辿ることにより、
独法の政策実施組織としての役割を従前以上に発揮するための素地が形成されたことを明らか
にする。その上で、（2）独法制度改革のうち主務大臣による独法の垂直的な統制強化（独法制度
改革におけるいわば「タテの改革」）に着目し、制度改正後、主務大臣が独法、特に国立研究開
発法人に対して新たな目標を追加している実態を探る。また、（3）独法制度改革のうち独法に関
する新たな類型の創出（独法制度改革におけるいわば「ヨコの改革」）に着目し、標準的な法人
類型である中期目標管理法人と比較して、主務大臣が国立研究開発法人に対してより高い自律
性を付与している実態を探る。すなわち、独法制度改革が独法の機能に与えた効果を、時系列的
に及び法人類型別に分析することを試みる。 
 
３．研究の方法 
 
 上記（1）～（3）の実態を把握するにあたっては、総務省行政管理局の協力を得つつ独法の制
度運用に関する包括的なデータ・セットを構築した。その上で、（1）の独法の統廃合については
離散時間ロジットモデル分析を、（2）の主務大臣による独法への新たな目標追加については重回
帰分析を、そして（3）主務大臣による独法への自律性付与については傾向スコアマッチング法
をそれぞれ用いて計量分析を行い、独法制度改革がもたらした効果の定量的な解明を試みる。ま
た、分析結果については、総務省行政管理局職員が参加する研究会において報告・討議し、実務
家の「肌感覚」にマッチするのかについても定性的な検証を行う。 
 
４．研究成果 
 
本研究の具体的な成果は以下の通りである。 
上記（1）の独法の統廃合については、各府省が同一部局内の独法を優先的に統廃合候補とし

てきたことを明らかにした。独法の統廃合により複数の独法を所管する部局が少なくなった今
日では、各独法を所管する各府省と独法制度を所管する総務省との水平的なコミュニケーショ
ン過程に変更がない限り、独法が統廃合される可能性は以前と比べて低くなったことを明らか
にした。したがって、独法の統廃合によって、独法が政策実施組織としての役割を発揮しうる素
地が形成された。 
また、上記（2）の主務大臣による独法への新たな目標追加については、第 2 次安倍政権が既

存の科学技術政策にイノベーションの要素を付加して科学技術イノベーション政策を「経済政
策」と捉え直し、国立研究開発法人を科学技術イノベーションの駆動力として位置づけたこ
とが、主務大臣による国立研究開発法人に対する新たな目標の追加につながったことを明らか
にした。したがって、国立研究開発法人には研究開発の社会実装という政策実施機能が従前以上
に期待されることになった。 
さらに、上記（3）の主務大臣による独法への自律性付与については、主務大臣による国立研

究開発法人に対する業務実績評価の結果は研究開発機能を担う中期目標管理法人と比べて高く、
かつ主務大臣による国立研究開発法人に対する改善事項の指摘も研究開発機能を担う中期目標
管理法人と比べて少ないことが明らかになった。したがって、主務大臣による国立研究開発法人



という法人類型の選択が独法の主務大臣に対する自律性を高めたということができる。 
 （1）～（3）の府省と独法の関係に関する研究成果を総合するならば、当該関係は独法制度改
革を通じて、不信を背景とする統制・服従の関係から信頼を基盤とする委託・受託の関係へと変
化しつつあり、その結果、独法、特に国立研究開発法人は我が国の科学技術イノベーションを担
う自律的な政策実施組織としての性格を強めつつあるということができる。 
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